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［前計画］ 

①医療需要 

[当院を取り巻く状況] 

②地域連携と機能分化 

③新興感染症 

④働き方改革 

本計画 

【取組方針１】 
急性期医療を中心とした医療
機能の充実 

【取組方針２】 
地域連携の推進 

【取組方針３】 
医療の安全と患者サービスの
向上 

【取組方針４】 
安定した経営基盤の確立 

［公立病院の使命] 

○政策的医療の提供 

○地域の医療提供体制への貢献 

・急性期病床の医療需要の増加率が高い 
・豊能医療圏内は高い医療ニーズが継続 
・高齢者層を中心に救急搬送件数が増加 

・感染拡大時の病床確保や施設設備の整備 
・オンライン診療等の導入や個室化の検討 

・医師の時間外労働規制への対応 
・ワークライフバランス、職場環境改善、専門人材の育成 

⑤経営状況 

・診療単価が低い、平成28年度以降赤字経営 
・医業損益の悪化 

1.急性期医療を中心とした専門的な
医療を提供します 

2.地域の医療機関等と緊密に連携し
ます 

当院の果たすべき役割 

当院が担うべき医療機能と役割を
明確にし、地域医療機関等との連
携による役割分担 

新計画策定におけるポイントの整理（新） 
資料３（差替え） 

１．担う医療機能の明確化・地域医療機関
等との役割分担の推進 

２．自院における業務効率化 

・デジタル化、タスクシフト、逆紹介の推進、病床の効
率的運用 など 

・急性期疾患・専門性の高い医療 

・周辺医療機関では対応困難な医療 

・地域周産期センターやがん診療拠点病院として 

果たすべき役割に向けた方向性 

働き方改革や医療専門人材の不足など体制維持が
困難な中で、役割を果たすための取組み 

現状や課題 

・救急医療の強化 
・がん医療の強化 
・専門的医療の充実 

・医療機能分化の推進 
・地域包括ケアシステムへの貢献 

・医療安全の推進 
・患者サービスの向上 

・働きがいのある職場づくり 
・収益性の向上 
・病院運営の効率化 

［当院が担う医療機能］ 

【医療機能】 
 救急応需率低下、手術待ち期間の長期化、がん診療の充実 
【地域連携】 
 「市立豊中病院ネット」参加機関増加、感染拡大時の連携体  
 制の構築 
【患者サービス】 
 接遇への不満、診察・会計待ち時間への改善要望への対応 
【職場環境】 
 医師の時間外労働規制に対する業務負担の軽減 
【経営】 
 病床利用率の低下、医業収益減への対応 
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【救  急】多くの救急患者を受け入れているが(5,500人前後)、応需率は55％前後と低く、救急要請に応じきれていない。 

【小児・周産期】母体搬送件数は、毎年10～20件増加で推移。小児科応需率は95％前後と高い水準で推移。コロナ患者も含めてハイリスクの患者を 

      積極的に受け入れている。 

【手   術】全手術件数は徐々に減少しているが、全身麻酔手術件数は増加傾向にあり、高度な医療の提供を推進している。 

【がん診療】地域がん診療連携拠点病院として多くのがん診療を実施し、消化器系、腎・尿路系、血液系の一部のがん治療実績は全国的にも高 

      水準。また、がんゲノム医療・集学的がん治療を行う市内唯一の病院。 

【地域連携】地域医療機関訪問など医療連携の強化に取り組み、紹介患者数、逆紹介患者数ともに増加傾向にある。 

【財務状況】2017年度から2019年度にかけ、医業・経常収支比率が低下。2020年度はコロナ補助金により経常収支は黒字転換したが、医業収支 

      比率は80.2％まで低下するなど、経営の健全化が求められる。 

①外部環境 ②内部環境 

③新型コロナ感染症の影響 ④現行実施計画の実績 

[公立病院としての取組実績] 

当院の果たすべき役割 

[環境分析結果] 

【医療提供体制】 

 ⇒市内医療機関で必要な医療が受けられるよう、公立病院として診療機能強化が 

  望まれる。 

 ⇒消化器系、呼吸器系、小児疾患、血液系、腎・尿路系、女性生殖器系等の得意 

  分野を中心に機能拡大が望まれる。 

【医療需要】 

 ⇒立地上、入院・外来患者とも増患の見込みであり、受入れ体制強化が望まれる。 

 ⇒高齢層等の救急搬送件数が増加見通しであり、救急医療の充実が望まれる。 

【新型コロナ】 

 ⇒コロナによる受療意識の変化による外来患者減少等に対し、入院の強化、個室 

  化等による患者の療養環境改善等の対策が必要。 

【働き方改革】 

 ⇒働き方改革において、職員のワークライフバランスと職場環境改善による離職 

  率抑制が必要。 

・感染拡大期には、府内でも病床不足や救急搬送の制限等で医療崩壊が指摘され 

 るなど、効率的・効果的に医療提供できなかったことから、コロナ収束後、医 

 療機能の分化と連携は、さらに強く求められる可能性がある。  

・当院には、地域医療提供体制維持の点から、感染拡大期においても、延期でき 

 ない手術や救急患者の受入れの継続が特に求められる。 

・患者の受診抑制、オンライン診療の拡大による受療意識の変化等を踏まえると、   

 コロナ前と同じ医療環境に戻るのは難しいと想定される。患者数減などの変化 

 を見据え、補助金に依存しないことはもとより、安定した病院経営についてさ 

 らなる検討が必要。 

⇒新興感染症に対応した医療提供体制（ソフト・ハード）の強化   

⇒感染拡大期における政策医療等の継続 

⇒コロナ収束後の社会を見据えた病院経営の検討 

【医療機能と質の向上】 

 ⇒専門医不足等による救急応需率の低下や手術待ち日数の長期化、診療機能向  

  上のためのスタッフ・スペースの不足、がん薬物療法ベッドの不足や新たな 

  がん診療のための専門医の不在 など 

【地域医療連携の推進】 

 ⇒外来患者（紹介患者）の減少、コロナ禍での関係機関との連携 など 

【患者サービスの向上、職員の働き方の改善】 

 ⇒接遇に対する職員の意識向上、働き方改革の時間外労働規制 など 

【業務の効率化と経営基盤の確立】 

 ⇒新規入院患者数の減少及び病床利用率の低下、施設の老朽化や新たな医療機   

  能に合わせた改修、デジタル化による利便性・効率化への対応 など 

【医業収益】 

 ⇒入院単価上昇分を延入院患者数減少分が相殺し、入院収益は微増。過去5年   

  間で在院日数が短縮した相当の1割程度の増患が必要。外来も紹介患者の増 

  加対策が必要。 

 ⇒入院・外来とも単価が低く、1割以上の上昇が望まれる。特に処置・手術収 

  益は、2～3割程度伸ばす対策が必要。 

 ⇒外来患者の臨床検査、放射線検査数の増加対策が必要。 

【医業費用】 

 ⇒単価は上昇したが、経費や材料費の上昇分で相殺。患者数の減少分により 

  医業損益が悪化。 

【生産性】 

 ⇒同規模病院と比べ、医師１人あたりの診療収入が相対的に低く、医師数に 

  応じた集患対策や診療単価向上策が求められる。 

[ポイント整理における主な意見] 

〈病院運営審議会〉 
• 市民の生命を守ることが第一。良質な医療の提供と経営強化のバランスが重要。 
• 職員が働きがいがあると思える病院になれば、患者満足度も上がって選ばれる病院になる。 
• 感染症対応について、市立豊中病院としての立ち位置を示す必要がある。 など 
〈病院運営計画推進委員会〉 
• 地域の医療機関との機能分化を進め、当院でしかできない医療を提供することが当院の役割。 
• 公立病院として、病病・病診連携だけでなく地域への教育研修など地域に貢献する役割がある。 など 

 必要な医療を必要な時に的確に提
供するため、地域の病院や診療所と
の連携を強化と機能分化を進め、地
域の中核病院として、急性期医療を
中心に質の高い専門的な医療を提供
する。 

 地域医療提供体制の中で、
当院は、周辺医療機関との機
能分化と連携を図りながら、
得意分野や地域に不足する急
性期医療を一層強化する。 

〈新たに加えられた内容〉 
 ●機能分化・連携強化 
 ●医師・看護師等の確保と働き方改革 
 ●新興感染症の感染拡大時等に備えた 
  平時からの取組み 
 ●デジタル化への対応 

 地域全体で患者に適切な医
療を提供する地域医療体制構
築に向けた取組みを推進する
とともに、市民や事業者等へ
の教育活動などを通じて、地
域包括ケアシステムの構築に
貢献する。 

 必要な医療を必要な時に的確に提
供するには、当院だけでは限界があ
る。退院後の生活なども含めた地域
包括ケアに向け、周辺医療機関や介
護事業所等との機能分化と連携強化
が必要。 

①急性期医療の強化 

 地域で求められる医療を的確に提
供するには、絶えず人員体制の充実、
設備・機器の高度化を図らなければ
ならない。将来にわたる機能強化を
持続できるよう、健全な経営基盤の
確立が不可欠。 

②地域連携の推進 

[公立病院経営強化ガイドライン] 

［新計画におけるポイント］ 

 病病連携・病診連携を進めるこ とで、
機能分化を推進し、地域の中核病院とし
て、急性期医療を安定的に提供する。 

 地域における急性期医療の核として
の役割を果たすとともに、在宅医療の
後方支援、地域の病院や介護事業所等
との連携の推進など、地域包括ケアシ
ステムの構築に貢献する。 
 
 
 

•「豊中市地域包括ケアシステム推進基本
方針（平成29年3月策定）」に基づき、地域

住民が住み慣れた場所で安心して暮らし
続けられるよう、医療・介護・生活支援等が
一体的に提供される体制の構築をめざし、
地域の医療機関、介護事業所、薬局、行
政、自治会などさまざまな機関との連携を
強化する必要があります。 

•その中で当院は、上記のように他医療機
関との機能分化を進めるとともに、地域の
医療機関や介護施設への患者の適切な
転送や在宅復帰の支援を行うことなどによ
り、地域全体で患者に適切な医療を提供
する地域医療体制の構築に向けた取組み
を推進します。当院が立地する豊中市北
部は将来的に患者増加が見込まれ、また
高齢化に伴い救急医療の需要増加が見
込まれていることから、今後はさらなる取
組みが求められます。 

•また、かねてより対応している地域医療機
関等に対する症例研究会や医療安全対策
、感染対策等の情報共有や、市民への公
開講座などを通じて、地域全体の医療水
準の向上に寄与する取組みをより一層推
進します。 

 

新計画策定におけるポイントの整理（旧） 


